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１．公共施設の包括管理とは
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1.1 公共施設マネジメントの必要性

現在

1.公共施設の包括管理とは

出典：公共施設等総合管理計画の⾒直しに関すること（R3.5,総務省）
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1.2 公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の策定促進

現在

出典：公共施設等総合管理計画の⾒直しに関すること（R3.5,総務省）

1.公共施設の包括管理とは
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1.3 公共施設の包括管理の対象施設

現在

■公共施設等
いわゆる【ハコモノ】 と いわゆる【インフラ】

公共施設等
公共施設、公⽤施設その他の当該地⽅公共団体が所有する建築物その他の

⼯作物をいう。具体的には、いわゆるハコモノの他、道路・橋りょう等の
⼟⽊構造物、公営企業の施設（上⽔道、下⽔道等）、プラント系施設（廃
棄物処理場、斎場、浄⽔場、汚⽔処理場等）等も含む包括的な概念である。
なお、地⽅独⽴⾏政法⼈が保有する施設など、当該地⽅公共団体が所有し
ていないが、維持管理・更新費等の財政負担を負うことが⾒込まれる施設
を含む。 出典（根拠）：公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の改訂等について

（総財務第43号 令和４年４⽉１⽇ 総務省⾃治財政局財務調査課⻑）

本⽇のポイント︓【ハコモノ】を中⼼に説明。事例で【インフラ】。

1.公共施設の包括管理とは
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1.4 公共施設の包括管理の範囲

維持管理・修繕
施設、設備、構造物等の機能の維持のために必要となる点検・調査、補修、

修繕などをいう。なお、補修、修繕については、補修、修繕を⾏った後の
効⽤が当初の効⽤を上回らないものをいう。例えば、法令に基づく法定点
検や施設管理者の判断で⾃主的に⾏う点検、点検結果に基づく消耗部品の
取替え等の軽微な作業、外壁コンクリートの⻲裂の補修等を⾏うこと。

出典（根拠）：公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の改訂等について
（総財務第43号 令和４年４⽉１⽇ 総務省⾃治財政局財務調査課⻑）

本⽇のポイント︓【修繕】を含むか含まないか。

1.公共施設の包括管理とは
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1.5 公共施設の包括管理の定義

■包括的⺠間委託の定義
複数業務化の要素を含んだ上で、適宜、複数年度化、性
能規定化の要素を持つような、公共施設等の管理に係る
業務委託

出典：公共施設管理における包括的⺠間委託の導⼊事例集
（平成26年7⽉ 国⼟交通省 総合政策局）

■包括施設管理の定義
包括施設管理とは、地⽅公共団体が保有する域内公共施
設の設備点検・清掃業務等を⼀括管理する契約形態。

出典：公共施設・インフラ等に係る包括管理業務委託 検討部会 第1回
（2021 年1⽉18 ⽇ 特定⾮営利活動法⼈⽇本 PFI ・PPP 協会）

1.公共施設の包括管理とは
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1.6 包括管理の⼀般的な契約スキーム
⼀般的な包括管理

の⺠間委託の契約スキーム
従来⽅式

自治体

点
検

所管課
(学校)

所管課
(公民館)

所管課
(福祉)

清
掃

修
繕

点
検

清
掃

修
繕

点
検

清
掃

修
繕

仕様発注・分離発注・単年契約

自治体

所管課
(学校)

所管課
(公民館)

所管課
(福祉)

点検担当
企業

性能発注・一括発注・複数年契約

修繕担当
企業

清掃担当
企業

（マネジメント担当企業）

1.公共施設の包括管理とは
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1.7 従来⽅式と⼀般的な包括管理⽅式の⽐較
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1.公共施設の包括管理とは

項目
従来から行われていた

民間委託

一般的な

包括管理の民間委託

発注方法
【仕様発注】
(公共側の判断･仕様に基づく)

【性能発注】
(要求水準を自社責任で解釈)

委託範囲
【分離発注】

個別業務ごとの場合が多い

【⼀括発注】
包括的（複数の民間事業者）

委託期間
【単年契約】

原則単年度

【複数年契約】

長期間

対価支払い 個別業務ごとに一括で支払い 契約期間中に平準化して支払い

業務改善イン
センティブ

働きにくい側面がある
(民間事業者の創意工夫の余地小)

働きやすい側面がある
(民間事業者の創意工夫の余地大)
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1.8 包括管理の⺠間委託に期待される効果
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1.公共施設の包括管理とは

地域課題解決において、業務のデジタル化やシステム構築は重要な要素。
包括管理の⺠間委託は⾃治体内にデジタル化などの⺠間の効率化ノウ
ハを取り込む⽷⼝となる。

■⺠間ノウハによる効率化
①スピード

デジタル化に関連する新しい技術は⽇進⽉歩で進化。
②情報⼒

他⾃治体の先⾏事例に関する情報収集⼒が必要。良いものは積極的に取
り⼊れる。

②分野間の連携
公共施設以外の他分野とのサービス連携も必要な要素に。官⺠のみなら
ず、⺠間同⼠も連携。

参考：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
前⽥建設⼯業（株）提⽰資料より
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1.9 対象施設・業務範囲による効果の考え⽅
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1.公共施設の包括管理とは

固定費はほぼ変わらず、巡回点検はさらなる効率化の余地が⼤きくなり、
契約事務代替の効果は⽐例的に⼤きくなるため、施設・業務数が増える
ほど効果は⼤きい。

参考：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
前⽥建設⼯業（株）提⽰資料より
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２．公共施設の包括管理の事例
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2.公共施設の包括管理の事例

分野 事業数

複数ハコモノ包括 45 61%

単独ハコモノ包括 24 32%

インフラ ５ 7%

合計 74 100%

複数ハコモノ
61%

単独ハコモノ
32%

インフラ
7%

2.1 包括管理の事業数【分野】

出典：特定⾮営利活動法⼈⽇本 PFI ・PPP 協会HPデータ
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2.2 包括管理の事業数【地域】
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2.公共施設の包括管理の事例

関東
51%

近畿
18%

中部
15%

九州
9%

中国
4%

東北
3%

地域 事業数

関東 38 51%

近畿 13 18%

中部 11 15%

九州 7 9%

中国 3 4%

東北 2 3%

合計 74 100%

出典：特定⾮営利活動法⼈⽇本 PFI ・PPP 協会HPデータ

※複数ハコモノ包括、単独ハコモノ包括、インフラの３つの包括区分の合計。
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2.3 包括管理の事業数【推移】
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2.公共施設の包括管理の事例

出典：特定⾮営利活動法⼈⽇本 PFI ・PPP 協会HPデータ

0

10

20

30

40

50

60

2013〜2016

※2014,2015なし
2017〜2019 2020〜2022

年度 事業数
2012年 1
2013年 1
2016年 3
2017年 8
2018年 2
2019年 8
2020年 27
2021年 10
2022年 14
合計 74
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2.4 包括管理の事業数【修繕含む】
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2.公共施設の包括管理の事例

出典：特定⾮営利活動法⼈⽇本 PFI ・PPP 協会HPデータ

※複数ハコモノ包括、単独ハコモノ包括、インフラの３つの包括区分の合計。

分野 事業数

修繕含む 14 19%

修繕含まない 20 27%

不明 40 54%

合計 74 100%
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2.5 包括管理の事業数【複数ハコモノ包括】
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2.公共施設の包括管理の事例

出典：特定⾮営利活動法⼈⽇本 PFI ・PPP 協会HPデータ

都道府県 発注者 人口区分 事業名 公表日

千葉県 我孫子市 10万以上20万人未満 我孫⼦市公共施設包括管理業務委託 2012/01/0

千葉県 流山市 10万以上20万人未満 デザインビルド型包括施設管理業務委託 2013/1/1

神奈川県 鎌倉市 10万以上20万人未満 鎌倉市公共施設包括管理業務委託 2016/6/17

広島県 廿日市市 10万以上20万人未満 廿⽇市市公共施設包括管理業務委託 2016/7/27

千葉県 流山市 10万以上20万人未満 デザインビルド型包括施設管理業務委託 2017/1/1

千葉県 我孫子市 10万以上20万人未満 我孫⼦市公共施設包括管理業務委託 2017/1/1

千葉県 佐倉市 10万以上20万人未満 佐倉市公共施設包括管理業務委託 2017/5/22

大阪府 箕面市 10万以上20万人未満 箕⾯市公共施設管理業務委託 2017/6/5

東京都 東村山市 10万以上20万人未満 東村⼭市包括施設管理委託 2017/6/21

兵庫県 明石市 20万以上30万人未満 市有施設包括管理業務委託 2017/8/28

茨城県 筑西市 10万以上20万人未満 筑⻄市公共施設包括管理業務委託 2018/5/28

千葉県 八千代市 10万以上20万人未満 ⼋千代市包括施設管理業務委託 2018/10/9

とうｋ 小田原市 10万以上20万人未満 ⼩⽥原市公共施設包括管理業務委託 2019/6/17

静岡県 湖西市 2万以上10万人未満 湖⻄市包括施設管理業務委託 2019/7/18

群馬県 沼田市 2万以上10万人未満 TERRACE沼⽥等総合管理業務委託 2019/8/30

兵庫県 芦屋市 2万以上10万人未満 芦屋市公共施設の包括管理業務委託 2019/9/26

千葉県 市原市 20万以上30万人未満 市原市公共施設包括管理委託事業 2020/5/25

福岡県 春日市 10万以上20万人未満 施設包括管理を軸にした総合サービス 2020/6/1

千葉県 佐倉市 10万以上20万人未満 佐倉市公共施設包括管理業務委託 2020/6/8

茨城県 常総市 2万以上10万人未満 常総市公共施設包括管理業務委託 2020/6/18

静岡県 島田市 2万以上10万人未満 島⽥市公共施設包括管理業務委託 2020/6/25

千葉県 白井市 2万以上10万人未満 ⽩井市公共施設包括管理業務 2020/6/29

千葉県 我孫子市 10万以上20万人未満 我孫⼦市公共施設包括管理業務委託 2020/7/1

千葉県 流山市 10万以上20万人未満 デザインビルド型包括施設管理業務委託 2020/7/2

東京都 東村山市 10万以上20万人未満 東村⼭市包括施設管理委託 2020/7/7

東京都 東大和市 2万以上10万人未満 東⼤和市包括施設管理業務委託 2020/7/7

広島県 廿日市市 10万以上20万人未満 廿⽇市市公共施設包括管理業務 2020/7/19

沖縄県 南城市 2万以上10万人未満 包括施設管理委託業務事業（公共施設の⼀元管理） 2020/7/31

茨城県 古河市 10万以上20万人未満 古河市包括管理業務委託 2020/7/31

大阪府 豊中市 40万以上50万人未満 豊中市包括施設管理業務委託 2020/10/1

岩手県 北上市 2万以上10万人未満 北上市包括施設管理業務委託 2020/10/21

兵庫県 高砂市 2万以上10万人未満 ⾼砂市新本庁舎等複数施設包括管理業務委託 2021/4/12

埼玉県 鴻巣市 10万以上20万人未満 鴻巣市包括施設管理業務委託 2021/4/28

大阪府 大阪市 100万人以上 市設建築物に関する整備保全（保守点検等包括管理）業務委託 2021/5/21

富山県 射水市 2万以上10万人未満 射⽔市公共施設包括管理業務委託 2021/10/1

静岡県 伊豆市 2万以上10万人未満 伊⾖市包括施設管理業務委託 2021/10/7

山口県 周南市 10万以上20万人未満 徳⼭駅周辺官⺠連携管理運営事業 2022/2/14

東京都 国立市 2万以上10万人未満 学校施設保守点検等包括管理業務委託 2022/4/1

埼玉県 ふじみ野市 10万以上20万人未満 ふじみ野市公共施設包括管理業務委託 2022/4/28

沖縄県 久米島町 2万人未満 久⽶島町公共施設等包括管理業務委託 2022/6/3

神奈川県 小田原市 10万以上20万人未満 ⼩⽥原市公共施設包括管理業務 2022/6/9

兵庫県 明石市 20万以上30万人未満 市有施設包括管理業務委託 2022/7/5

静岡県 三島市 10万以上20万人未満 三島市公共施設包括管理業務委託 2022/7/7

茨城県 古河市 10万以上20万人未満 古河市包括管理業務委託 2022/7/15

福岡県 宗像市 2万以上10万人未満 宗像市公共施設包括管理委託 2022/7/29

三重県 四日市市 30万以上40万人未満 四⽇市市公共施設包括管理業務委託 2022/8/23

福岡県 大牟田市 10万以上20万人未満 ⼤牟⽥市公共施設包括管理業務 2022/9/16

大阪府 吹田市 30万以上40万人未満 吹⽥市⽴学校・保育施設等包括管理業務委託 2022/10/4

複数ハコモノ包括の事業の中で、
複数回実施している⾃治体
我孫⼦市：３回（12、17、20）
廿⽇市市：２回（16、20）
佐倉市 ：２回（17、20）
東村⼭市：２回（17、20）
明⽯市 ：２回（17、22）⇒後述解説

古河市 ：２回（20、22）

複数ハコモノ包括の事業の中で、
九州地域の⾃治体
久⽶島町（2022.6.3）⇒後述解説

宗像市 （2022.7.29）
⼤牟⽥市（2022.9.16）
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2.6 事例①（久⽶島町）
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2.公共施設の包括管理の事例

出典：特定⾮営利活動法⼈⽇本 PFI ・PPP 協会HPデータ

自治体 沖縄県久米島町

人口区分 10万人未満

公表時期 2022/06/03

区分 1.複数

施設数 102

履行期間 5年間

提案上限額 ¥286,385,000 【年度別上限額：57,277千円】

修繕業務 有

受託者(優先交渉権者) 株式会社沖縄ダイケン

業務の目的

久米島町公共施設等包括管理業務（以下「本業務」という。）は、
久米島町が保有する公共施設等に係る保守管理業務を包括的に委
託し、保守管理の質の向上、業務の効率化等を図ることにより、
今後の持続可能な公共施設等の管理運営に繋げることを目的。

対象業務
保守点検業務（詳細区分有り）、巡回点検業務及び軽易な作業、
不具合問合せ対応、修繕業務（130万円）

⇒詳細解説あり

© YACHIYO Engineering Co., Ltd. 

2.7 事例②‐1（明⽯市）
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2.公共施設の包括管理の事例

自治体 兵庫県明石市

人口区分 20万以上30万人未満

公表時期 2017/08/28 2022/07/05

区分 1.複数 1.複数

施設数 132 170

履行期間
5年間 1年間（2023～2024）

⇒2028年までのオプションあり

提案上限額

¥1,650,000,000 ¥651,320,000
産業廃棄物収集運搬処分業務に必要な経費；
13,300,000円/年、修繕業務に必要な経費；
244,700,000円/年を含む

修繕業務 有 有

受託者(優先交渉権者) 日本管財株式会社 日本管財株式会社

対象業務

保守点検・清掃等業務（詳細区

分有り）、保健センター維持管
理業務、軽易な補修等、不具
合通報対応、修繕業務（130万
円）、維持管理マニュアル

保守点検・清掃等業務（詳細区分有り）、維
持管理業務、軽微な補修等、不具合通報
への対応、修繕業務（500万円）、維持管
理マニュアル作成、施設保全・マネジメ
ントシステム運用
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2.公共施設の包括管理の事例

出典：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
明⽯市 提⽰資料より

■2017年の施設包括管理の概要（当初）

© YACHIYO Engineering Co., Ltd. 

2.7 事例②‐3（明⽯市）
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2.公共施設の包括管理の事例

■特徴：年度ごとに施設・業務を拡⼤

・年度ごとの施設・業務の変更を予定。債務負担は設定していない。
・プロポーザルによる選定を根拠に1年間の委託契約✕５回。

出典：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
明⽯市 提⽰資料より
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2.公共施設の包括管理の事例

■導⼊までのプロセス
H27.7 先進⾃治体受託者からのヒアリング
H27.10〜28.3 維持管理業務の状況調査 既存仕様書の収集

提案仕様書原案作成（点検のみの包括）
H28.7 副市⻑協議 ⇒ ⽇常修繕を含む包括へ
H28.7〜8 第１回サウンディング（公募）
H29.1〜3 修繕業務 状況調査
H29.6 第２回サウンディング（第１回⾯談事業者）
H29.8 公募条件決定 プロポーザル実施
H29.10 受託予定事業者決定

出典：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
明⽯市 提⽰資料より
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2.公共施設の包括管理の事例

■選定結果と選定理由

• 上位2者には点差ほ
どの実質的な差はな
い印象

• ⽇本管財の⽅が明
⽯の状況をよく分析
し修繕を活かせる提
案

• 総括責任者のマネジ
メント・コミュニケー
ション能⼒が⼗分

• 巡回点検より迅速な
修繕を重視

出典：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
明⽯市 提⽰資料より
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2.公共施設の包括管理の事例

■実施体制

出典：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
明⽯市 提⽰資料より
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2.公共施設の包括管理の事例

■効果１ 的確な判断でスピーディに修繕

・技術者同⼠の協議により、話が早い

出典：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
明⽯市 提⽰資料より



© YACHIYO Engineering Co., Ltd. 

2.7 事例②‐8（明⽯市）
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2.公共施設の包括管理の事例

■効果２ 修繕を含むからこそ実⼈数を削減

出典：⽇本 PFI ・PPP 協会 包括施設管理業務委託検討部会
明⽯市 提⽰資料より
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2.公共施設の包括管理の事例

【⼈⼝】 約94,777⼈
【主要産業】県下有数の⼯業都市（⾦属加⼯）
【特徴】ものづくりのまち三条

■ 三条市の概要

■ 事業の特徴
○道路、公園、⽔路という異なる種類の

公共施設の包括維持管理
○包括維持管理について地元の維持管理企業が取り組み

やすいように⼯夫
○第1期（2年）を終えて第2期（5年)の事業を開始

■ 事業名
嵐北地区社会資本に係る包括的維持管理業務委託
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2.8 事例③‐2（三条市）【インフラ包括管理】
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2.公共施設の包括管理の事例

■ 業務対象区域

三条駅

事業区域①

※「三条市公共施設包括的⺠間委託に関する提⾔」の図に加筆

事業区域②
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2.公共施設の包括管理の事例

■ 業務の概要
業務対象 道路施設、公園等施設、排⽔路
業務内容 ア 計画準備業務

イ 全体マネジメント業務
ウ 窓⼝業務
エ 巡回業務
オ 道路維持管理業務

（橋梁定期点検、補修⽅法検討、橋梁補修含む）
カ 公園等維持管理業務
キ ⽔路等維持管理業務
ク 引継業務

履⾏期間 平成３１年４⽉１⽇〜平成３６年３⽉３１⽇（５年間）
予定事業費 本業務に係る事業規模は、

総額７億 3,787 万円（消費税等含む。）以内を予定
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2.公共施設の包括管理の事例

■ 業務対象施設
道路施設 市道 335.7ｋｍ

橋梁 218橋
道路照明灯 144基
防犯灯 業務実施区域内の施設
消雪パイプ 散⽔パイプ69.9Km、

消雪井⼾ 80基
街路樹 業務実施区域内の施設

公園等施設 公園 公園：17箇所、
緑地：54箇所

駅前広場 2箇所
排⽔路 ⽔路 業務実施区域内の施設
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2.公共施設の包括管理の事例

■ 事業の背景
【社会資本の老朽化】

○高度成長期に整備した社会資本の急速な老朽化
○従来どおりの維持管理・更新では必要な財源が確保できないおそれ
○社会資本の機能不全や重大事故につながる危険性

【維持管理や災害対応の担い手の減少】

○建設投資の減少に伴う市内建設業者の減少
○若手入職者や現場就業者の減少

官⺠それぞれの置かれた状況を踏まえ、効率的、効果的な社会資本の
維持管理を実現しつつ、持続可能な地域の建設業者の構築にも寄与す
る新たな維持管理体制づくりに取り組むことが求められている。
。
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2.公共施設の包括管理の事例

■ 事業の経緯
年 ⽉ 内 容

平成２６年９⽉ 「三条市社会インフラ維持管理のあり⽅に関する検討会」を設⽴

平成２７年４⽉ 「三条市公共施設包括的⺠間委託検討会」を設⽴

平成２８年３⽉ 「三条市公共施設包括的⺠間委託検討会」による
「三条市公共施設包括的⺠間委託に関する提⾔」とりまとめ

平成２８年４⽉ 市内業者等に提⾔書の説明会を開催

平成２９年１⽉ 嵐北地区社会資本包括的維持管理業務委託のプロポーザル実施
（1回⽬）

平成３１年1⽉ 嵐北地区社会資本包括的維持管理業務委託のプロポーザル実施
（2回⽬）
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2.公共施設の包括管理の事例

■ 事業の評価

※平成30年度第1回新潟県道路メンテナンス会議 三条市作成資料より
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2.公共施設の包括管理の事例

■ 事業の評価

※平成30年度第1回新潟県道路メンテナンス会議 三条市作成資料より

良くなった
35%

嵐北維持管理
事務所

39%

市役所
13%
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3.1 導⼊にあたっての進め⽅（例）
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3.導⼊にあたっての留意点

1年⽬
⽅針決定

２年⽬
事業者選定

３年⽬以降
実施

⾏
政

⺠
間

議
会

可能性検討
(先進事例調査、
対象施設・業務
の抽出、サウン
ディングなど）

導
⼊
⽅
針
決
定

サウンディング対応
(適正事業規模、参⼊意向
の確認など）

契
約
締
結

︵
契
約
に
基
づ
き
︶業
務
実
施

公
募
要
領
の
公
表

︵
質
疑
対
応
︶

優
先
交
渉
権
者
決
定

公
募
要
領
の
作
成

募集資料
作成
(公募要領,
仕様書,審
査基準等）

対話対応,
協⼒企業
組成など

提案書作
成など

議
決

（必要に応じて）債務負担⾏為、
公募条件の報告、優先権者の確
認など

（必要に応じて）
導⼊可能性検討の報告など

※⽅針決定・事業者選定については、各⾃治体のプロセスに基づく（１年でも可能）
※⺠間提案制度、PPP、指定管理者制度などの各⾃治体のプロセスとの整合
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3.2 公共側の視点①
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3.導⼊にあたっての留意点

 合意形成【庁内合意・市⺠合意（議会合意）】

⇒導⼊⽬的の明確化（公共施設マネジメントの必要性）
【合意の主な⼿段】
例１：庁内体制の確保
⇒施設包括管理担当組織の権限（予算の⼀元化＝財政健全化との整合）、技術

職員の配置、複数部局による⼈員削減効果の合意など
例２：【可能性検討】の詳細検討
①VFM（コスト縮減効果の算定）

先進事例等を基にシミュレーション
②法制度上の確認

現状施設の根拠法、契約書などの確認
③⺠間事業者の参画

サウンディング調査等による意向確認
④定性的効果

新たなサービスの⾒込みの把握

導入可否の

判断

②法制度上の
障害や制約が

ないか

①ＶＦＭが出るか
(財政負担の削減
が期待できるか)

④定性的導入
効果が見込ま

れるか

③民間事業者の参
画が見込まれるか
（民間意向調査）



© YACHIYO Engineering Co., Ltd. 

3.2 公共側の視点②
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3.導⼊にあたっての留意点

 対象施設の明確化 ⇒コスト縮減効果へ直結
【主な論点】
論点１：複数部局で施設数を増やし効果の最⼤化（最適化）を図る

例）学校、コミセンなど広範囲で同種の施設群
例）庁舎など、単独で施設規模（床⾯積）の⼤きい施設
※先進事例では、50〜150施設が多い。

論点２：指定管理施設の取り扱い
⇒図書館、ホール、体育館など、市⺠利⽤（貸館機能）が主たる施設は、指

定管理者制度を活⽤している場合が多いため、施設の特殊性（ホールな
ど）と運営と管理の⼀体性などを考慮して検討。

論点３：インフラ
⇒道路、河川、公園等のインフラ施設は、⻑寿命化計画など、個別の公物管

理法に基づく対応が求められるため、現時点では、別途検討が妥当か？
ただし、将来的な包括の可能性 は追及（ICT技術の進展）。
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3.2 公共側の視点③
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3.導⼊にあたっての留意点

 業務対象範囲 ⇒コスト縮減効果へ直結
【主な論点】
論点１：修繕業務を含めるか？

⇒明⽯市の事例（ｐ27）のように、修繕を含めることで、各所管課で配置し
ていた技術職の⼈員削減効果をどうとらえるか？

※前述した庁内体制の確保（技術職の集約及び予算の⼀元化）と連動。
⇒⽇常修繕（⼩修繕）を含めて、⺠間事業者へ権限移譲（例えば100万円未

満などのキャップ設定）することの効果を事前の可能性検討で確認。

論点２：仕様規定と性能規定の使い分け
⇒法定点検など、回数規定でコストを明確にできる業務＝仕様規定
⇒巡回点検・マネジメントなど、⽅法論を最新技術で提案させる業務

＝性能規定
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3.3 ⺠間側の視点①
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3.導⼊にあたっての留意点

 ⺠間ノウハウ提供による効率化
⇒新たな技術導⼊による付加価値の提供

【主な論点】
論点１：包括管理、複数年契約に対応するマネジメント能⼒（経験）

⇒多くの施設を⼀元包括管理、複数年管理するため、各種管理データをマネ
ジメントできるＩＴツールや経験を有していることが必要。

⇒⺠間ノウハウ（技術ノウハウ）を活⽤し、与えられた予算条件等の中で、
修繕の優先順位や⽅法を適切に判断。

論点２：新たな技術導⼊の提案
⇒⽇常の巡回点検等の簡易建物調査やデータ分析（ITツール）による予防保

全型維持管理サービスの導⼊。
⇒ドローンやセンサー等の新技術による新たな効率化の提案。
⇒スマートシティ（デジタル⽥園構想）等に対応する都市ＯＳへの発展性。
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3.3 ⺠間側の視点②
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3.導⼊にあたっての留意点

 地元事業者
【主な論点】
論点１：可能性検討段階での情報収集（公募段階の前）

⇒前述したマネジメント能⼒を有する企業との協業を早期に。
⇒（可能であれば）発注条件を検討する⾏政が実施するサウンディング調査

に参画し、地元事業者の優位性（即時対応、現場熟知、地元雇⽤など）を
共有。

論点２：マネジメント能⼒を有する企業との契約条件
⇒複数年契約により、従来の⼊札対応・契約対応事務を軽減。
⇒最低賃⾦上昇に伴う⼈件費のベースラインのエスカレーション対応。
⇒主に仕様規定されている業務を主に、従来発注（市と直接契約していた内

容）の契約条件を基に協議を開始。
⇒緊急・即時対応が求めらる⽇常修繕（⼩修繕）に対応する場合の単価契約

の議論。
例）●●技師（単価●●円）✕対応時間＋経費
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